
様式第１号（第４条関係）

令和５年 ４月１０日

大牟田市長 様

申請者住所 大牟田市有明町２丁目３

事業所所在地 大牟田市有明町２丁目３

商号又は名称 リストランテおおむた

代表者名 代表者 大牟田 一郎

連絡担当者 事務 大牟田 良子

電話番号 090-1234-5678

ウィズ・アフターコロナ対応新商品開発等支援事業費補助金交付申請書

ウィズ・アフターコロナ対応新商品開発等支援事業費補助金に係る補助事業を次のとお

り実施したいので、ウィズ・アフターコロナ対応新商品開発等支援事業費補助金交付要綱

第４条の規定により補助金の交付を申請します。

１ 補助事業区分、申請回数

☑（１）新商品等開発事業（申請回数：１回目・２回目）

□（２）販路開拓事業 （申請回数：１回目・２回目）

２ 補助事業の目的及び内容

補助事業計画書（様式第２号）のとおり

３ 補助事業に要する経費及び補助金交付申請額

補助事業に要する経費 766,920 円

補 助 対 象 経 費 697,200 円

補 助 金交付申請額 464,000 円



様式第２号（第４条関係）

【事業区分：新商品等開発事業】

事業計画書

商号又は名称 リストランテおおむた （業種 飲食業 ）

１ 実施計画

補助事業で行う

事業の名称
お家で楽しめる「おおむたの味」開発及び販促チラシ作成

実施時期 令和５年 ７月 １日 ～ 令和６年 １月３１日

補助事業で行う

事業の目的

新型コロナ感染症収束後も消費行動の変化などにより、外食控えが考えら

れる。そのため、来店せずに家庭でも当店の味を楽しめる新商品の開発を

行うもの。

取組内容

及び規模

「大牟田産のたけのこ」の素材を活かした当店の看板メニューである

○○を改良し、全国発送可能な商品とする。

・専門家に取組内容を相談し、指導を受ける。

・全国発送可能な商品とするために、真空包装機を導入する。

・真空包装を行っても味や食感等を楽しめる商品を開発する。

・賞味期限設定の参考のため、食品保存試験を実施する。

・成分検査を実施し、賞味期限、原材料の表記等を確認する。

・消費者から「選ばれる商品」となるため、専門家からパッケージデザ

インの指導を受ける。

・新商品のパッケージを開発する。

・新商品ＰＲのためのチラシを作成する。

・ふるさと納税返礼品に登録する。

・自社ホームページやその他ＥＣサイトに掲載し、通信販売を開始する。

年間○○個販売を目標とする。

指導・助言等の

依頼（予定）

（１）専門家

□よろず支援拠点 ☑農商工連携アドバイザー □中小企業１１９

□認定支援機関（ ）の推薦する専門家

（２）依頼内容（複数選択可）

□ブランディング ☑商品開発 □デザイン □販売戦略

□マーケティング □販路開拓 □商標登録

□その他（ ）

大牟田市の

農産品・特産品

☑利用あり（品名等 たけのこ ）

□利用なし

補助事業の

効果

来店客への販売のみでなく、通信販売による新たな顧客獲得によって、

売上向上を図る。

開発した商品

の想定販売先

想定販売方法

店頭販売、ふるさと納税返礼品登録、

自社ホームページ、その他ＥＣサイト



２ 収支予算

（１）経費明細表 （単位：円）

※ 見積書など経費の内容と金額がわかるものを添付してください。

（２）資金調達内訳 （単位：円）

経費区分
事業に要する経費※

（税込額）

補助対象経費

（税抜額）

補助金交付申請額

(B)×２／３以内

（千円未満切捨）

機械装置導入費 660,000 600,000

開発費 55,000 50,000

広告宣伝・

販売促進費
31,900 29,000

委託費 20,020 18,200

合 計 (A) 766,920 (B) 697,200 (C) 464,000

区分 事業に要する経費 備考

自己資金 302,920

市補助金 (C) 464,000

その他

合計額 (A) 766,920



（個人申請用）

様式第３号の２（第４条関係）

令和５年 ４月１０日

誓約書兼名簿及び照会承諾書

大 牟 田 市 長 様
住 所 大牟田市有明町２丁目３

申請者氏名 大牟田 一郎

電 話 番 号 090-1234-5678

私は、大牟田市が大牟田市暴力団排除条例に基づき、ウィズ・アフターコロナ対応新商
品開発等支援事業費補助金交付要綱（以下、「要綱」という。）による補助金の利用により
暴力団を利することがないように、暴力団員はもとより、暴力団若しくは暴力団員と密接
な関係を有する者を要綱による補助金の対象から排除していることを認識したうえで、要
綱第２条第２項第２号の規定について説明を受け、これを了解し、下記事項について誓約
いたします。
なお、これらの事項に反する場合、補助金交付の決定の取消し等、貴市が行う一切の措

置について異議の申し立てを行いません。

記

１ 要綱第２条第２項第２号のいずれにも該当しません。

２ 名簿に相違ないことを誓約するとともに、私及びこの名簿に記載した者について、要綱第２条

第２項第２号に規定する要件に係る確認のため、暴力団又はその構成員との関係の存在に関し、

大牟田警察署に照会することを承諾します。

《名簿》

備考１ この書面に記載された個人情報については、個人情報の保護に関する法律〔平
成１５年法律第５７号〕の規定により、上記以外の目的には使用しません。

２ 裏面の記入要領を参照し、記載してください。

ふりがな
性別 生年月日

氏 名

申請者

おおむた いちろう

男
Ｔ・Ｓ・Ｈ

４０年 １月 ２日大牟田 一郎

Ｔ・Ｓ・Ｈ

年 月 日

Ｔ・Ｓ・Ｈ

年 月 日

Ｔ・Ｓ・Ｈ

年 月 日

〔ウィズ・アフターコロナ対応新商品開発等支援事業費補助金交付要綱（暴力団排除条項）〕

第２条

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金の交付の対象と

しない。

(2) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団（同条第２号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者



記 入 要 領

1 この書面には、次に該当する者を記載すること。

（１）株式会社については、取締役（代表取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含む。）

（２）合名会社又は合同会社については、社員

（３）合資会社については、無限責任社員

（４）社団法人又は財団法人については、理事（代表理事を含む。）

（５）（１）から（４）までに掲げる法人以外の法人については、（１）から（４）までに

掲げる役職に相当する地位にある者

（６）法人格を有しない団体については、代表者及び団体の規約において重要な意思決定

に直接関与することとされる者

（７）次に該当する場合は、（１）から（６）に掲げる者のほか、次の者

ア 支配人を置く場合は、支配人

イ 支店長、営業所長その他の者に契約事務を委任する場合は、支店長、営業所長

その他の者

２ 氏名は、戸籍に記載されている氏名を楷書で記載すること。


